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第１号被保険者 第２号被保険者

対 象 者 65歳以上の者 40歳から64歳までの医療保険加入者

人数
3,202万人

（65～74歳：1,652万人 75歳以上：1,549万人）
※１万人未満の端数は切り捨て

4,247万人

受 給 要 件

・要介護状態
（寝たきり、認知症等で介護が

必要な状態）
・要支援状態

（日常生活に支援が必要な状態）

要介護、要支援状態が、末期がん・
関節リウマチ等の加齢に起因する
疾病（特定疾病）による場合に限定

要介護（要支援）
認定者数と被保険
者に占める割合

569万人（17.8％）
65～74歳： 72万人（4.4％）
75歳以上： 497万人（32.1％）

15万人（0.4％）

保険料負担
市町村が徴収

（原則、年金から天引き）
医療保険者が医療保険の保険料と
一括徴収

○ 介護保険制度の被保険者は、①65歳以上の者（第１号被保険者）、②40～64歳の医療保険加入
者（第２号被保険者）となっている。

○ 介護保険サービスは、65歳以上の者は原因を問わず要支援・要介護状態となったときに、40～
64歳の者は末期がんや関節リウマチ等の老化による病気が原因で要支援・要介護状態になった
場合に、受けることができる。

（注）第１号被保険者及び要介護（要支援）認定者の数は、「平成２５年度介護保険事業状況報告年報」によるものであり、平成２５年度末現在
の数である。

第２号被保険者の数は、社会保険診療報酬支払基金が介護給付費納付金額を確定するための医療保険者からの報告によるものであり、
平成２５年度内の月平均値である。 1
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２．特定疾病の範囲
介護保険法施行令第２条（平成10年政令第412号）（抄）

１ がん（医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがない状態に至ったと判断したものに限
る。）

２ 関節リウマチ
３ 筋萎縮性側索硬化症
４ 後縦靱帯骨化症
５ 骨折を伴う骨粗鬆症
６ 初老期における認知症
７ 進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病
８ 脊髄小脳変性症
９ 脊柱管狭窄症
１０ 早老症
１１ 多系統萎縮症
１２ 糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症
１３ 脳血管疾患
１４ 閉塞性動脈硬化症
１５ 慢性閉塞性肺疾患
１６ 両側の膝関節又は股関節に著しい変形を伴う変形性関節症

１．特定疾病とは

特定疾病とは、心身の病的加齢現象との医学的関係があると考えられる疾病であって次のいずれの要件をも満た
すものについて総合的に勘案し、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因し要介護状態の原因である心身の障害を生
じさせると認められる疾病である。

１）６５歳以上の高齢者に多く発生しているが、４０歳以上６５歳未満の年齢層においても発生が認められる等、罹患
率や有病率（類似の指標を含む。）等について加齢との関係が認められる疾病であって、その医学的概念を明確に定
義できるもの。

２）３～６ヶ月以上継続して要介護状態又は要支援状態となる割合が高いと考えられる疾病。

特定疾病
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介護 障害

平
成
８

４月 老人保健福祉審議会 最終報告
• 「高齢者介護問題が最大の課題となっていることから、65歳以上の高齢者を被保険者と
し、保険料負担を求めることが適当である。この場合、高齢者介護の社会化は家族にとっ
ても大きな受益であることなどから、社会的扶養や世代間連帯の考え方に立って、若年者
にも負担を求めることが考えられる」

• 「若年世代の要介護状態については、公費による障害者福祉施策で対応するが、初老期
痴呆などのような処遇上高齢者と同様の取扱いを行うことが適当なケースについては特例
的に介護保険から給付すべきとの意見が有力であった」

• 「介護サービスの必要性は年齢を問わないことや負担についての若年者の理解を得る観点
から、若年者の介護サービスも社会保険化し、被保険者を20歳以上あるいは40歳以上と
する意見」もあったとしている。

６月 老人保健福祉審議会 介護保険制度案大綱
• 介護保険が対象とする老化に伴う介護ニーズは、高齢期のみならず中高年期においても
生じ得ること、また、４０歳以降になると一般に老親の介護が必要となり、家族という立場か
ら介護保険による社会的支援という利益を受ける可能性が高まることから、４０歳以上の者

を被保険者とし、社会連帯によって介護費用を支え合うものとする。

11月 介護保険法案・閣議決定
法案に被保険者範囲も含む制度全般に関する検討規定を設ける。

６月 身体障害者福祉審議会
（意見具申）障害者施策

介護ニーズへの対応について介護保険
制度に移行することについては、
➀ 障害者施策が公の責任として公費で
実施すべきとの関係者の認識が強い点
➁ 身体障害者以外の障害者施策が一
元的に市町村で行われていない点
③ 障害者の介護サービスの内容は高
齢者に比べて多様であり、これに対応し
たサービス類型を確立するには十分な
検討が必要であること
④ 保険移行に当たっては、障害者の介
護サービスをはじめとして現行施策との
調整が必要と思われる点
等、なお検討すべき点も少なくなく、また、
これらの点についての関係者の認識も必
ずしも一致していない。

平
成
16

７月 社会保障審議会介護保険部会 介護保険制度の見直しに関する意見

12月 社会保障審議会介護保険部会 「被保険者・受給者の範囲」の拡大に
関する意見

７月 障害者部会中間報告

平
成
17

２月 介護保険法等の一部を改正する法律案・閣議決定
• 法案に被保険者範囲について検討を行い、平成21年度を目途として所要
の措置を講ずる旨の検討規定を設ける。

被保険者の範囲に関するこれまでの議論
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介護 障害

平
成
18

４月 ２号被保険者の特定疾病に末期がんを追加

５月 社会保障の在り方に関する懇談会（内閣官房）報告書

• 介護保険制度の将来的な在り方としては、介護ニーズの普遍性の観点や、サービス提供の効
率性、財政基盤の安定性等の観点から、年齢や原因を問わず、すべての介護ニーズに対応
する「制度の普遍化」を目指すことが方向として考えられる。他方で、これについては、若年層
に負担を求めることについての納得感が得られるかどうか、保険料の滞納や未納が増加しな
いか、また、若年層の介護リスクを保険制度で支えることに理解が得られるかといった点にも
留意する必要がある。このため、こうした個別の論点を精査し、プロセスと期限を明確化しつつ、
関係者による更なる検討を進める必要がある。

平
成
19

介護保険制度の被保険者・受給者範囲に関する有識者会議（厚労省）
「介護保険制度の被保険者・受給者範囲に関する中間報告」

平
成
22

11月 社会保障審議会介護保険部会意見取りまとめ
• 今後被保険者の保険料負担が重くなる中で、被保険者年齢を引き下げ、一人当たり保険料
の負担を軽減すべきではないかとの意見があった。

• 一方で、被保険者範囲の拡大は、若年者の理解を得ることが困難であり、慎重な検討が必要
との意見もあった。

• 被保険者範囲のあり方については、これまでも介護保険制度の骨格を維持した上で被保険者
の年齢を引き下げる方法と、介護を必要とするすべての人にサービスを給付する制度の普遍

化の観点から若年障害者に対する給付も統合して行う方法について検討が行われてきたとこ

ろである。

• 現在、障害者施策については、内閣府の「障がい者制度改革推進本部」において、議論が行
われているところであり、今後は、介護保険制度の骨格を維持した上で、被保険者年齢を引き

下げることについて、十分な議論を行い結論を得るべきである

１月 障害者自立支援法違憲
訴訟団と国との基本合意
国（厚生労働省）は、「障がい者制度
改革推進本部」の下に設置された
「障がい者制度改革推進会議」や「部
会」における新たな福祉制度の構築
に当たっては、現行の介護保険制度
との統合を前提とはせず、上記に示し
た本訴訟における原告らから指摘さ
れた障害者自立支援法の問題点を
踏まえ、（略）しっかり検討を行い、対
応していく。
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介護 障害

平
成
23

８月 障害者総合福祉法の骨格に関
する総合福祉部会 提言

• 障害者総合福祉法は、障害者が等しく基本
的人権を享有する個人として、障害の種別と
程度に関わりなく日常生活及び社会生活に
おいて障害者のニーズに基づく必要な支援を
保障するものであり、介護保険法とはおのずと
法の目的や性格を異にするものである。この
違いを踏まえ、それぞれが別個の法体系とし
て制度設計されるべきである。

• 介護保険対象年齢になった後でも、従来から
受けていた支援を原則として継続して受ける
ことができるものとする。

平
成
25

12月 社会保険審議会介護保険部会
「介護保険制度の見直しに関する意見」

• 制度改正の実施状況と効果を検証しつつ、引き続き、介護保険制度の持続可能
性を確保すべく、給付の重点化・効率化に向けた制度見直しを不断に検討するほ
か、介護納付金の総報酬割、被保険者範囲の拡大（略）などについて検討を行っ
ていく必要がある。

障害者総合支援法で難病を追加
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５ 今後の障害保健福祉施策に係る制度の在り方について

（１）障害保健福祉施策全体の在り方
○ 既に述べたように支援費制度をはじめとする障害保健福祉施策については、(1)幼児期や学齢期における発達支援

及び家族支援、青壮年期における就労支援、日中活動支援や教育、高齢期における生涯教育や生活支援などのライ
フステージ等に応じたサービス提供、(2)障害の有無にかかわらず共に働き共に支え合う観点からの就労支援、(3)暮ら
しの基盤となる住まいの確保、(4)障害者の自己決定と適切なサービス利用を支援するケアマネジメント等の在り方、
(5)サービスの計画的な整備と財源（配分）の在り方等、様々な観点から施策の在り方を見直す必要がある。

○ 今後の障害保健福祉施策の基本的な取組の方向性を具体的に明らかにし、多くの課題に対して法律改正も含めて
積極的に取り組むため、当部会においても引き続き議論を深める必要がある。

○ また、障害保健福祉施策の主な実施主体である市町村をとりまく状況をみたとき、住民に身近な地方自治体が自らの

権限、責任、財源をもって行政を進められる体制を整備するという地方分権の大きな流れがある一方、それぞれの市
町村においては福祉に限らず多くの困難な政策課題を抱えている。そして現行制度のもとでは、市町村に対する国の
財政を含めた支援は十分とはいえない。このような中で、いかに市町村がその地域の特性に対応して主体的に障害保
健福祉行政を進めていくことのできる施策体系や制度を整備するかが大変重要である。

○ さらに、介護保険制度については、来年にも介護保険制度の見直しが予定され、障害者施策との関係は制度創設当
初から見直しの際に検討すべき課題となっている。

○ また、地域住民の視点からすると、誰しも障害の状態になりうるものであり、また、誰しも年老いていくものであることを

考えると、障害種別、年齢、疾病等に関わりなく、同じ地域に住まう一人の住民として等しく安心して暮らせるように支
え合うという地域福祉の考え方が重要になっている。

（２）新たな障害保健福祉施策と介護保険との関係
○ 上記のような状況の中で、今後、地域福祉の考え方に立って障害保健福祉施策を推進するため、支援費制度など現

行制度について当面の制度改善を図りつつも、国民の共同連帯の考え方に基づいており、また、給付と負担のルール
が明確である介護保険制度の仕組みを活用することは、現実的な選択肢の一つとして広く国民の間で議論されるべき
である。

○ 今後の障害保健福祉施策について（中間的な取りまとめ）（平成16年７月13日）
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○ 急増する独居高齢者や痴呆高齢者を地域で支えるため、介護保険も、サービス体系の在り方などについて議論が
なされており、それは地域生活重視の障害福祉の流れとも一致する部分が多い。

○ この場合において、第１２回障害者部会（平成１６年６月４日）において三人の委員が示した考え方（「障害者福祉を

確実・安定的に支えていくために～支援費制度と介護保険制度をめぐる論点の整理と対応の方向性～」）を踏まえて、
介護保険制度によりすべての障害者サービスを担うのではなく、障害者が地域で安心して暮らすことができるよう、
介護保険制度とそれ以外の障害者サービス等とを組み合わせて、総合的かつ弾力的な支援体制を整備する必要が
ある。

○ また、介護保険制度の仕組みを活用することについては、障害特性に配慮した仕組みとなるかどうか等について関

係者から課題や懸念が示されており、これらについて十分検討しその内容を明らかにするとともに適切に対応するこ
とが必要である。

○ 現時点においては、障害保健福祉施策の推進のために介護保険制度の仕組みを活用することについては、安定と

発展のためには必然であるとして賛成する意見や課題を示しつつ選択肢の一つであることを認める意見のほか、判
断する材料が十分ではないとの意見や公の責任として公費で実施すべきであるとして反対する意見もある。

○ 今後、よりよい制度を検討していく中で、障害者、医療保険関係者をはじめ多くの関係者の意見を十分聴いて検討

を進める必要があるとともに、障害保健福祉施策の実施者であり、介護保険制度の保険者でもある市町村と十分協
議することが必要である。

○ いずれにしても、介護保険制度の仕組みを活用することを含め障害保健福祉施策をどうするかについては、今後、

国民一人ひとりが「障害」の問題を、他人事としてではなく、自分に関係のある問題であるとの認識に立ち、広く議論
が行われ、その理解と協力が得られることを期待したい。
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○ 「被保険者・受給者の範囲」の拡大に関する意見（平成16年12月10日社会保障審議会介護保険部会）

○こうした現行制度に対し、介護保険制度の将来的な在り方としては、要介護となった理由や年齢の如何に関わらず介
護を必要とする全ての人にサービスの給付を行い、併せて保険料を負担する層を拡大していくことにより、制度の普
遍化の方向を目指すべきであるという意見が多数であった。

○ 普遍化の方向を目指すべきとする理由は、以下のとおりである。
① そもそも介護ニーズは高齢者に特有のものではなく、年齢や原因に関係なく生じうるものである。そうした「介護ニー

ズの普遍性」を考えれば、６５歳や４０歳といった年齢で制度を区分する合理性や必然性は見出し難い。ドイツ、オラン
ダ、イギリス、スウェーデン等の欧米諸国においても、社会保険方式と税方式の違いはあるものの、年齢や原因など
によって介護制度を区分する仕組みとはなっていない。特に、ドイツとオランダについては、全年齢を対象として介護
サービスの保険給付を行っている。

② 特に、４０歳から６４歳までの者については、保険料を支払っているにもかかわらず、原因により保険給付を受けられ

る場合が限定されている。また、６４歳以下の者の中には、「制度の谷間」にあって、いずれの公的な介護サービスも
受けられないというケースも存在している。制度を普遍化することにより、こうした問題の解決を図ることができる。

③ 介護保険財政の面では、対象年齢の引下げは制度の支え手を拡大し、財政的な安定性を向上させる効果がある。

介護保険財政については、短期的な対応は別としても、長期的には、制度の支え手を拡大し財政安定化の対策を講
じることを真剣に検討すべきである。そうすることにより、制度の持続可能性を高め、今後高齢化が急速に進展する時
期を乗り越えていくことが可能となるものと考えられる。（なお、こうした理由や考え方については、７月３０日の「介護
保険制度の見直しに関する意見」においても整理しており、別紙１に再掲。）

○ 一方、被保険者・受給者の範囲の拡大については、極めて慎重に対処すべきであるという意見があった。

○ 極めて慎重に対処すべきとする理由は、以下のとおりである。
① 家族による介護負担の軽減効果があるのは主に中高年層であることなどから、４０歳以上の者から保険料負担を求

める現行の制度については一定の納得感があるが、４０歳未満の若年者にとっては、こうした面での納得感を得ること
が難しい。また、若年者の介護保険料については、各医療保険の保険料に上乗せして徴収されることから、特に国民
健康保険において保険料の未納や滞納が増えるおそれがある。

8



② 高齢者の場合と異なり、若年者が要介護状態になる確率は低く、しかもその原因が出生時からであることも多い。こ

うした分野の取組は、これまでどおり税を財源とする福祉施策において行われるべきであり、社会保険方式に切り換
えることは、負担を安易に企業等へ転嫁するものである。また、支援費制度は、導入後間もない段階であり、制度の
検証を行う前に介護保険に組み入れることについては時期尚早である。適正化・効率化など障害者福祉施策の改革
を優先すべきである。

③ 「制度の普遍化」の具体的内容について、十分な検討がなされていない。いずれにせよ、社会保障制度全般の一体
的な見直しの中で、介護保険制度についても負担や給付の在り方等を検討し、結論を得るべきである。

9



○ 「介護保険制度の被保険者・受給者範囲に関する中間報告」（平成19年５月21日 介護保険制度の被
保険者・受給者範囲に関する有識者会議）（抄）

３ 「介護保険制度の普遍化」の意味

○ 「介護保険制度の普遍化」という用語は、平成17年の介護保険法改正の議論の際の社会保障審議会介護保険部会

から使われ始め、これまでの議論においてもしばしば用いられてきたが、その概念は必ずしも明確となっていない。（後
述の〔補論〕参照。）本有識者会議では、「介護保険制度の普遍化」とは、次のようなことを意味するものと理解した。

○ すなわち、「介護保険制度の普遍化」とは、現行制度を、「介護を必要とするすべての人が、年齢や要介護となった理

由、障害種別の如何等を問わず、公平に介護サービスを利用できるような制度（「普遍的な制度」）に発展させること」を
意味するものと理解する。

これを、さらに、給付と負担のそれぞれの面に着目して、捉え直すと、

[1] 「介護サービスの提供に要する費用は、原則として、すべての利用者が相応に負担した上で、全国民の社会連帯に
よって支え合う」という負担面の普遍化と、

[2] 「介護サービスが必要となった場合には、いつでも、誰でも、どこでも、一定の質が確保されたサービスが受給できる」
という給付面の普遍化とを、

介護保険制度という全国共通の社会保険システムを通じて、同時に実現しようとするのが「介護保険制度の普遍化」
の意味するところと考える。

○ 負担面の普遍化により、現行40歳以上の被保険者の年齢区分が引き下げられ、収入のあるすべての者が社会連帯
の精神で保険料を負担することになる。 ただし、その場合においても、低所得者層へ一定の配慮は必要である。

○ 給付面の普遍化の結果として、若年障害者等の介護ニーズに対しても高齢者の介護ニーズと共通する部分について
は、介護保険が適用されることとなる。
もちろん、「介護保険制度を普遍化」するとしても、これまでどおり「上乗せ」「横出し」部分については障害者福祉制度

から給付されるものであり、障害者福祉制度の全体を介護保険制度に「統合」するということにはならない。

○ 以上、「介護保険制度の普遍化」の意味を明らかにしたが、「介護保険制度の普遍化」の理念に従って制度改正を行う
とした場合の具体的時期や内容については、別途、十分な議論が必要である。 10



５ 今後の進め方

○ 「介護保険制度の被保険者・受給者範囲については、今後の社会保障制度全体（介護保険制度を含む。）の動向を

考慮しつつ、将来の拡大を視野に入れ、その見直しを検討していくべきである」というのが、本有識者会議が到達した
基本的考え方である。

また、被保険者・受給者範囲を拡大する場合の考え方としては、現行の「高齢者の介護保険」の枠組みを維持すると
いう考え方（A類型）と、「介護保険制度の普遍化」を図るという考え方（B類型）があるが、本有識者会議においては、
後者の「介護保険制度の普遍化」の方向性を目指すべきとの意見が多数であった。

○ 一方、有識者調査の結果等をみると、障害者自立支援法や改正介護保険法の十分な定着を図る必要があること、介

護保険給付の効率化を優先すべきであること、若年者の理解が得られず保険料徴収率が低下する可能性が高いこと、
社会保障全体の給付・負担の動向を見極める必要があること等を理由として、将来的にはともかく、現時点において
は被保険者・受給者範囲の拡大には慎重であるべきとの意見も依然として強い。また、当事者である障害者団体から
も、被保険者・受給者範囲の拡大について、「介護保険制度の普遍化」の意味を含め、十分な理解が得られていない
状況にある。

○ したがって、平成17年の改正介護保険法附則の規定も念頭に置いて制度設計の具体化に向けた検討作業を継続し
つつ、当面、介護保険の被保険者・受給者範囲拡大に関する国民的合意形成に向けた取組に努める必要がある。

○ いずれにせよ、いわゆる「制度の谷間」を含む現行制度の問題点について実態の把握に努めるとともに、介護保険の

給付と負担に関する将来見通しや「介護保険制度の普遍化」の意味等について分かり易い資料を作成すること、直接
語りかけ説明する機会をできるだけ多く設定すること等に留意すべきである。

○ 上記のような取組と併せて、年齢に関係のない長期継続的な相談・支援を可能とするとともに、サービスの選択肢を

拡大しアクセスを改善するため、高齢者と障害者のサービスの相互利用や相談窓口の一本化について、その推進を
図るための具体的な措置をできるだけ早い時期に講ずるべきである。
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○介護保険制度の見直しに関する意見（平成22年11月30日社会保障審議会介護保険部会）

４ 給付と負担のバランス
（被保険者範囲）

○ 被保険者範囲については、今後被保険者の保険料負担が重くなる中で、被保険者年齢を引き下げ、一人当たり保
険料の負担を軽減すべきではないかとの意見があった。

一方で、被保険者範囲の拡大は、若年者の理解を得ることが困難であり、慎重な検討が必要との意見もあった。

○ 被保険者範囲のあり方については、これまでも介護保険制度の骨格を維持した上で被保険者の年齢を引き下げる
方法と、介護を必要とするすべての人にサービスを給付する制度の普遍化の観点から若年障害者に対する給付も統
合して行う方法について検討が行われてきたところである。

○ 現在、障害者施策については、内閣府の「障がい者制度改革推進本部」において、議論が行われているところであ
り、今後は、介護保険制度の骨格を維持した上で、被保険者年齢を引き下げることについて、十分な議論を行い結論
を得るべきである。

○ なお、現行の第2号被保険者に対する給付に関し、特定疾病による条件の緩和を検討すべきとの意見があった。
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６．９
兆円

６．７
兆円

（注）2000～2013年度は実績、2014～2016年度は当初予算である。

○ 総費用

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

５．７
兆円

３．６
兆円

４．６
兆円

５．２
兆円

６．２
兆円

６．４
兆円

６．４
兆円

(12年度)   (13年度) (14年度) (15年度) (16年度)   (17年度) (18年度) (19年度)   (20年度)   (21年度) (22年度)   (23年度) (24年度) （25年度） （26年度） (27年度) (28年度)

７．４
兆円

２，９１１円

○ 65歳以上が支払う保険料 〔 全国平均 ( 月額・加重平均 ) 〕

８．２
兆円７．８

兆円

介護保険の総費用（※）は、年々増加

※介護保険に係る事務コストや人件費などは含まない（地方交付税により措置されている）。

８．８
兆円

９．２
兆円

１０．０
兆円

１０．１
兆円

３，２９３円
(＋１３％)

４，０９０円
(＋２４％)

４，１６０円
(＋１.７％)

４，９７２円
(＋２０％)

５，５１４円
(＋１１％)

第1期（H12～14年度）
（2000~2002）

第6期（H27～29年度）
（2015~2017）

第5期（H24～26年度）
（2012~2014）

第4期（H21～23年度）
（2009~2011）

第3期（H18～20年度）
（2006~2008）

第2期（H15～17年度）
（2003~2005）

１０．４
兆円

介護費用と保険料の推移
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1,692 1,857 1,828 1,573 1,387 1,272 1,229 1,184 1,117 1,054 959 855 794

1,825 1,570 1,392
1,266 1,221 1,176 1,109 1,046 952 848 788 752 715

4,371 4,357 4,344 4,250 4,175 4,112 3,941 3,680 3,324 3,077 2,896 2,761 2,596 

2,204 2,576 2,948 3,395 3,612 3,657 3,685 
3,741 

3,868 
3,856 3,768 3,626 

3,464 

4,000

2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

7,626

65歳～（第1号被保険者）

40歳以上人口の推移

○保険料負担者である40歳以上人口は、介護保険創設の2000年以降、増加してきたが、2021年をピークに減少す
る。

40～64歳（第2号被保険者）

20～29歳

30～39歳

6,575
6,933

7,293
7,645 7,787 7,769

7,421
7,192

6,933 6,664
6,387

6,060

平成12
（2000）年

平成17
（2005）年

平成22
（2010）年

平成27
（2015）年

平成32
（2020）年

平成37
（2025）年

平成42
（2030）年

平成47
（2035）年

平成52
（2040）年

平成57
（2045）年

平成62
（2050）年

平成67
（2055）年

平成72
（2060）年

（万人）
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平成１２年度 　　　　　２，０７５円

平成１３年度 　　　　　２，６４７円

平成１４年度 　　　　　３，００８円

平成１５年度 　　　　　３，１９６円

平成１６年度 　　　　　３，４７４円

平成１７年度 　　　　　３，６１８円

平成１８年度 　　　　　３，５９５円

平成１９年度 　　　　　３，７７７円

平成２０年度 　　　　　３，９４４円

平成２１年度 　　　　　４，０９３円

平成２２年度 　　　　　４，２８９円

平成２３年度 　　　　　４，４６３円

平成２４年度 　　　　　４，６２２円

平成２５年度 　　　　　４，８７１円

平成２６年度 　　　　　５，１２５円

平成２７年度 　　　　　５，１７７円

( 9月まで)５，３５２円

(10月以降)５，３４７円〔国保〕

(　 〃 　)５，４３２円〔被用者保険〕

平成２９年度

第６期 ５，５１４円平成２８年度

４，９７２円

第３期

第４期

第５期

 第２号保険料(４０歳～６４歳)
の１人当たり月額

 (事業主負担分、公費分を含む)

３，２９３円

４，０９０円

４，１６０円

２，９１１円第１期

第２期

 第１号保険料(６５歳～)
 の１人当たり月額

 (基準額の全国平均)

第１号保険料と第２号保険料の推移
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平成２５年度 国民生活基礎調査（厚生労働省）

４０歳未満

２％

４０～４９歳

８％

５０～５９歳

２１％

６０～６９歳

３１％

７０～７９歳

２５％

８０歳以上

１３％

○ 同居の主な介護者の年齢構成では、40歳未満は２％となっている。

主な介護者の年齢階級
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（１）本人が望む地域生活の実現

○ 障害者が安心して地域生活を営むことができるよう、地域生活支援拠点の整備を推進（医療との連携、緊急時対
応等）。

○ 知的障害者や精神障害者が安心して一人暮らしへの移行ができるよう、定期的な巡回訪問や随時の対応によ
り、障害者の理解力・生活力等を補う支援を提供するサービスを新たに位置付け。

あわせて、グループホームについて、重度障害者に対応可能な体制を備えたサービスを位置付け。また、障害者

の状態とニーズを踏まえて必要な者にサービスが行き渡るよう、利用対象者を見直すべきであり、その際には、現
に入居している者に配慮するとともに、障害者の地域移行を進める上でグループホームが果たしてきた役割や障害
者の状態・ニーズ・障害特性等を踏まえつつ詳細について検討する必要。

○ 「意思決定支援ガイドライン（仮称）」の作成や普及させるための研修、「親亡き後」への備えも含め、成年後見制
度の理解促進や適切な後見類型の選択につなげるための研修を実施。

（２）常時介護を必要とする者等への対応

○ 入院中も医療機関で重度訪問介護により一定の支援を受けられるよう見直しを行うとともに、国庫負担基準につ
いて重度障害者が多い小規模な市町村に配慮した方策を講ずる。

（３）障害者の社会参加の促進

○ 通勤・通学に関する訓練を就労移行支援や障害児通所支援により実施・評価するとともに、入院中の外出に伴う
移動支援について、障害福祉サービスが利用可能である旨を明確化。

○ 就労移行支援や就労継続支援について、一般就労に向けた支援や工賃等を踏まえた評価を行うとともに、就労
定着に向けた支援が必要な障害者に対し、一定の期間、企業・家族との連絡調整等を集中的に提供するサービス
を新たに位置付け。

障害者総合支援法施行３年後の見直しについて
（社会保障審議会障害者部会 報告書概要／平成27年12月14日）

障害者総合支援法（H25.4施行）の附則で、施行後３年を目途として障害福祉サービスの在り方等について検討を加え、
その結果に基づいて、所要の措置を講ずることとされている。これを受けて、社会保障審議会障害者部会で平成27年4月
から計19回にわたり検討を行い、今後の取組についてとりまとめた。（今期通常国会に関係法律の改正案を提出予定）

１．新たな地域生活の展開
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（１）障害児に対する専門的で多様な支援

○ 乳児院や児童養護施設に入所している障害児や外出が困難な重度の障害児に発達支援を提供できるよう必要な
対応を行うとともに、医療的ケアが必要な障害児への支援を推進するため、障害児に関する制度の中で明確に位置
付け。

○ 放課後等デイサービス等について、質の向上と支援内容の適正化を図るとともに、障害児支援サービスを計画的
に確保する取組として、自治体においてサービスの必要量の見込み等を計画に記載。

（２）高齢の障害者の円滑なサービス利用

○ 障害者が介護保険サービスを利用する場合も、それまで支援してきた障害福祉サービス事業所が引き続き支援で
きるよう、その事業所が介護保険事業所になりやすくする等の見直しを実施するなど、障害福祉制度と介護保険制度
との連携を推進。

○ 介護保険サービスを利用する高齢の障害者の利用者負担について、一般高齢者との公平性や介護保険制度の利
用者負担の在り方にも関わることに留意しつつ、その在り方についてさらに検討。

（３）精神障害者の地域生活の支援

○ 精神障害者の地域移行や地域定着の支援に向けて、市町村に関係者の協議の場を設置することを促進するととも
に、ピアサポートを担う人材の育成等や、短期入所における医療との連携強化を実施。

（４）地域特性や利用者ニーズに応じた意思疎通支援

○ 障害種別ごとの特性やニーズに配慮したきめ細かな対応や、地域の状況を踏まえた計画的な人材養成等を推進。

（１）利用者の意向を反映した支給決定の促進

○ 主任相談支援専門員（仮称）の育成など、相談支援専門員や市町村職員の資質の向上等に向けた取組を実施。

（２）持続可能で質の高いサービスの実現

○ サービス事業所の情報公表、自治体の事業所等への指導事務の効率化や審査機能の強化等の取組を推進。

○ 補装具について、成長に伴い短期間で取り替える必要のある障害児の場合など、個々の状態に応じて、貸与の
活用も可能とする。

○ サービス提供を可能な限り効率的なものとすること等により、財源を確保しつつ、制度を持続可能なものとしていく
ことが必要。

２．障害者のニーズに対するよりきめ細かな対応

３．質の高いサービスを持続的に利用できる環境整備
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「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年６月２日閣議決定）ロードマップ（抄）
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第１回 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部（平成28年７月15日） 資料１（抄）

「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部について

１．趣旨

これまで我が国の公的な福祉サービスは、高齢者・障害者・子どもといった対象者ごとに、典型的と考え

られるニーズに対して専門的なサービスを提供することで、福祉施策の充実・発展に寄与してきた。

しかしながら、介護保険法、障害者総合支援法、子ども子育て支援新制度など、各制度の成熟化が進む一

方で、人口減少、家族・地域社会の変容などにより、既存の縦割りのシステムには課題が生じている。

具体的には、制度が対象としない生活課題への対応や複合的な課題を抱える世帯への対応など、ニーズの

多様化・複雑化に伴って対応が困難なケースが浮き彫りになっている。この点に関し、生活困窮者に対する

包括的な支援を謳った生活困窮者支援法も、新たな縦割りの制度に陥っていないか、十分に検証が必要であ

る。

また、今後は、地方圏・中山間地域を中心に高齢者人口も減少し、行政やサービス提供側の人材確保の面

から、従来通りの縦割りでサービスをすべて用意するのは困難となってくることも予想される。

今般、一億総活躍社会づくりが進められる中、福祉分野においても、パラダイムを転換し、福祉は与える

もの、与えられるものといったように、「支え手側」と「受け手側」に分かれるのではなく、地域のあらゆ

る住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、公的な福祉サー

ビスと協働して助け合いながら暮らすことのできる「地域共生社会」を実現する必要がある。

具体的には、「他人事」になりがちな地域づくりを地域住民が「我が事」として主体的に取り組んでいた

だく仕組みを作っていくとともに、市町村においては、地域づくりの取組の支援と、公的な福祉サービスへ

のつなぎを含めた「丸ごと」の総合相談支援の体制整備を進めていく必要がある。また、対象者ごとに整備

された「縦割り」の公的福祉サービスも「丸ごと」へと転換していくため、サービスや専門人材の養成課程

の改革を進めていく必要がある。

これらの具体策の検討を加速化するため、「「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部」（以下「実現本

部」という。）を設置する。「地域共生社会」の実現を今後の福祉改革を貫く基本コンセプトに位置づけ、

まずは平成29年の介護保険法の法改正、30年度・33年度の介護・障害福祉の報酬改定、さらには30年度にも

予定されている生活困窮者支援制度の見直しに向けて、部局横断的に幅広く検討を行う。※ 下線は事務局が付した

「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部について
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諸外国における介護と障害者施策について

ドイツ オランダ

基礎指標
（2015年）

・高齢化率：21.24％
・平均寿命：男78.7歳

女83.4歳

・高齢化率：18.23％
・平均寿命：男80.0歳

女83.6歳

被保険者 原則として医療保険の被保険者と同じ
範囲であり、年齢による制限はない。被
保険者である若年者が障害等で要介護
状態になった場合には、当然に介護保険
からの給付を受けることができる。

原則として年齢による制限はなく、全
ての居住者、国内で労働所得のある者
は強制的に加入することになっている。

保険者 介護金庫（医療保険者である疾病金庫が
別に組織し、運営）

国（実際の業務は保険業務実行者に委
任）

財源 保険料 保険料

その他の障害者
施策

医学的リハビリテーション、労働生活への
参加のための給付等の統合扶助等によ
る支援がある。

地方自治体が所轄の新青少年法によっ
て、青少年の障害者に対するサービス
全般がカバーされる。精神障害、知的障
害を持った青少年の施設・施設外両方
における治療、障害者のガイダンス、個
人サービス、短期入所サービス、移送
サービスが提供されるようになった。
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健康保険組合連合会社会保障研究グループ「健保連海外医療保障､2015年9月」
厚生労働省「海外情勢報告2015」


